
水 道 事 業 特 別 会 計



議案第　１７　号

（総　則）

第１条　令和７年度国東市水道事業特別会計の予算は、次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。

　⑴　給水戸数 ６,８８２ 戸

　⑵　年間総給水量 １,９２３,２５１ ㎥

　⑶　一日平均給水量 ５,２６９ ㎥

　⑷　主要な建設改良事業

　　　　　　　施設建設費 １３５,６００ 千円

　　　　　　　施設改良費 ５０,１７１ 千円

（収益的収入及び支出）

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　水道事業収益 ３６５,８５６ 千円

　　第１項　営業収益 ３０７,６５７ 千円

　　第２項　営業外収益 ５８,１９８ 千円

　　第３項　特別利益 １ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　水道事業費用 ４０２,７４９ 千円

　　第１項　営業費用 ３８１,０８３ 千円

　　第２項　営業外費用 １５,４６６ 千円

　　第３項　特別損失 ２００ 千円

　　第４項　予備費 ６,０００ 千円

令和７年度　国東市水道事業特別会計予算
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（資本的収入及び支出）

第４条　資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額に対し不足する額１１６，２３９千円は

　過年度分損益勘定留保資金９９，１００千円、当年度分損益勘定留保資金１，７２３千円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収

　支調整額１５，４１６千円で補てんするものとする。）。

　　　　　　　　　　　　　　　　収　　　　　入

　第１款　資本的収入 ２１８,００２ 千円

　　第１項　企業債 １１９,０００ 千円

　　第２項　補助金 １６,３３２ 千円

　　第４項　出資金 ８２,６６９ 千円

　　第５項　工事負担金 １ 千円

　　　　　　　　　　　　　　　　支　　　　　出

　第１款　資本的支出 ３３４,２４１ 千円

　　第１項　建設改良費 １８７,４４８ 千円

　　第２項　企業債償還金 １４３,７９３ 千円

　　第４項　予備費 ３,０００ 千円

（企業債）

第５条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める。

限　度　額 起債の方法 利　　　率 償還の方法

５９,５００千円

５９,５００千円

起債の目的

　水道事業債
　　　水道事業

証書借入

　　５．０％以内

(ただし、利率見直し
方式で借り入れるも
のについては、利率
見直し後の利率)

借入先の貸付条件に
よる。ただし、財政
上の都合等により据
置期間及び償還期限
を短縮し、又は繰上
償還もしくは低利に
借り換えることがで
きる。

　過疎対策事業債
　　　水道事業
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（一時借入金）

第６条　一時借入金の限度額は、１００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

　⑴　営業費用と営業外費用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条　次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に

　流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

　⑴　職員給与費 ５９,５８３ 千円

（他会計からの補助金）

第９条　水道事業の運営のため一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、２，４９４千円である。

（たな卸資産購入限度額）

第10条　たな卸資産の購入限度額は、５，０３０千円と定める。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和７年　２月２６日　　提　　出

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　国東市長　　松　井　督　治
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予算に関する説明書

１ 令和７年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画 ・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４ 頁

２ 令和７年度　国東市水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書 ・・・・・・・・・ ６ 頁

３ 給与費明細書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８ 頁

４ 債務負担行為に関する調書 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 頁

５ 令和７年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 頁

６ 令和６年度　国東市水道事業特別会計予定損益計算書 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 頁

７ 令和６年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表 ・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 頁

８ 注記 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２０ 頁

参考資料

１ 令和７年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画明細書 ・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 頁



(単位：千円)
予定額 備　考

1 水道事業収益 365,856
1 営業収益 307,657

1 給水収益 298,460
4 その他の営業収益 9,197

2 営業外収益 58,198
1 受取利息及び配当金 153
2 他会計補助金 2,494
3 他会計負担金 6,069
5 長期前受金戻入 49,480
6 雑収益 2

3 特別利益 1
2 過年度損益修正益 1

(単位：千円)
予定額 備　考

1 水道事業費用 402,749
1 営業費用 381,083

1 原水及び浄水費 61,984
2 配水及び給水費 85,321
3 総係費 65,753
4 減価償却費 164,213
5 資産減耗費 3,811
6 その他営業費用 1

2 営業外費用 15,466
1 支払利息及び企業債取扱諸費 14,465
2 消費税及び地方消費税 1,000
3 雑支出 1

3 特別損失 200
4 過年度損益修正損 200

4 予備費 6,000
1 予備費 6,000

令和７年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画
収益的収入及び支出
収　　　入

款 項 目

支　　　出

款 項 目
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(単位：千円)
予定額 備　考

1 資本的収入 218,002
1 企業債 119,000

1 建設改良費等の財源に充てる 119,000
ための企業債

2 補助金 16,332
1 国県補助金 16,332

4 出資金 82,669
1 他会計出資金 82,669

5 工事負担金 1
1 工事負担金 1

(単位：千円)
予定額 備　考

1 資本的支出 334,241
1 建設改良費 187,448

1 施設建設費 135,600
2 施設改良費 50,171
3 営業設備費 1,677

2 企業債償還金 143,793
1 企業債償還金 143,793

4 予備費 3,000
1 予備費 3,000

款 項 目

支　　　出

款 項 目

収　　　入
資本的収入及び支出

- 5 -

- 5 -



(単位：千円)

１ 業務活動によるキャッシュ・フロー

当年度純利益 △ 44,880

減価償却費 164,213

固定資産除却費 3,810

賞与引当金の増減額（△は減少） 160

法定福利費引当金の増減額（△は減少） 25

貸倒引当金の増減額（△は減少） 350

長期前受金戻入額 △ 49,480

受取利息及び受取配当金 △ 153

支払利息 14,465

未収金の増減額（△は増加） 8,625

たな卸資産の増減額（△は増加） △ 2,650

特定収入額仮払消費税 △ 1,484

未払金の増減額（△は減少） 5,809

小計 98,810

利息及び配当金の受取額 153

利息の支払額 △ 14,465

業務活動によるキャッシュ・フロー 84,498

令和７年度　国東市水道事業特別会計予定キャッシュ・フロー計算書　(間接法)

(令和7年4月1日から令和8年3月31日まで)
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(単位：千円)

２ 投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △ 169,071

国県補助金等による収入 16,332

負担金による収入 1

投資活動によるキャッシュ・フロー △ 152,738

３ 財務活動によるキャッシュ・フロー

建設改良費等の財源に充てるための企業債による収入 119,000

建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 143,792

他会計からの出資による収入 82,669

財務活動によるキャッシュ・フロー 57,877

資金増加額（又は減少額） △ 10,363

資金期首残高 115,397

資金期末残高 105,034
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１　総括

特別職 一般職 報　酬 給　料 手　当
(人) (人) (千円) (千円) (千円)

9

9

法定福利費等については、退職手当組合負担金を含む
(　　　)内は、短時間勤務職員について外書

区 分
扶養手当
　　(千円)

住居手当
　　　(千円)

通勤手当
　　(千円)

時間外勤務
手当 (千円)

児童手当
　　(千円)

管理職手当
　　(千円)

期末勤勉手当
　　(千円)

宿日直手当
　　(千円)

管理職員特別
勤務手当(千円)

特殊勤務手当
　　(千円)

本年度 879 1,207 368 3,000 345 11,583 33
前年度 662 1,034 674 3,000 400 11,395 33
比　較 217 173 △ 306 △ 55 188

区 分
休日勤務手当

　　(千円)
夜間勤務手当
　　　(千円)

単身赴任手当
　　(千円)

地域手当
　　(千円)

本年度
前年度
比　較

２　給料及び手当の増減額の明細

338
△ 635

217

３　給料及び手当の状況
　(1) 職員１人当り給与

給　与　費　明　細　書

区　分
職　員　数 給　与　費

法定福利費等 合　計
計

(千円) (千円) (千円)

59,583

前年度 400 27,929 17,198 45,527 13,787 59,314

本年度 400 27,632 17,415 45,447 14,136

区　分
増減額 増減事由別内訳

説　明 備　考
(千円) (千円)

269比　較 △ 297 217 △ 80 349

手当の
内　訳

手　当 217
制度改正に伴う増減分

そ の 他 の 増 減 分 ・異動昇給等217

給　料 △ 297
給与改定に伴う増減分
昇 給 に 伴 う 増 加 分
そ の 他 の 増 減 分 ・異動等△635

区　分 一般事務職 技能労務職

令和7年1月1日現在
　平均給料月額　(円) 303,522
  平均給与月額　(円) 352,049
  平 均 年 齢   (歳) 38.7

令和6年1月1日現在
  平均給料月額　(円) 315,344
  平均給与月額　(円) 346,152
  平 均 年 齢   (歳) 41.2
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　(2) 初任給

高　校　卒
大　学　卒

　(3) 級別職員数        

級 級
７  級
６  級 1 11.1 ６  級
５  級 2 22.2 ５  級
４  級 1 11.1 ４  級
３  級 3 33.4 ３  級
２  級 1 11.1 ２  級
１  級 1 11.1 １  級

計 9 100.0 計
７  級
６  級 1 11.1 ６  級
５  級 3 33.3 ５  級
４  級 ４  級
３  級 3 33.4 ３  級
２  級 1 11.1 ２  級
１  級 1 11.1 １  級

計 9 100.0 計
(　　)内は、再任用短時間勤務職員で外数

　(級別の基準となる職務)
区　分 職務の級

１ 級
２ 級
３ 級
４ 級
５ 級
６ 級
７ 級

　(4) 昇給

区　分 一般事務職(円) 技能労務職(円)
一般会計の制度

一般行政職(円) 技能労務職(円)

区　分
一般事務職 技能労務職

職員数(人) 構成比(％) 職員数(人) 構成比(％)

196,200 196,200 196,200 196,200
226,700 226,700

主幹の職務
課長、参事、課長補佐又は主任主幹の職務
困難な業務を行う課長又は参事の職務

区　分 合　計 一般事務職 技能労務職

令和７年１月１日現在

令和６年１月１日現在

職　務

一般事務職

主事の職務
主任の職務
主査の職務
副主幹又は係長の職務

４号給(人) 8 8
６号給(人)

２号給(人)
３号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 88.9 88.9

前年度

職　　員　　数　(Ａ)(人) 9 9
昇給に係る職員数(Ｂ)(人)

本年度

職　　員　　数　(Ａ)(人) 9 9
昇給に係る職員数(Ｂ)(人) 8 8

号給数別内訳

7 7

号給数別内訳

２号給(人)
３号給(人)

比　率　(Ｂ)／(Ａ)　(％) 77.8 77.8

４号給(人) 7 7
６号給(人)
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　(5) 特殊勤務手当       

　(6) 期末手当・勤勉手当

(　)内は、再任用職員の標準的な支給率

　(7) 定年退職及び応募認定退職に係る退職手当

区 分
退職時

特別昇給
備  考

支給率等 無 R7.1.1現在

一般会計の制度
(支給率等)

同　上 同　上

　(8) その他の手当

区  分 全職種 一般事務職 技能労務職

給 料 総 額 に 対 す る 比 率 ( ％ )

代 表 的 な 特 殊 勤 務 手 当 の 名 称

区  分
支給期別支給率 支給率計

支 給 対 象 職 員 の 比 率 ( ％ )
( 令 和 7 年 1 月 1 日 現 在 )

支給対象職員１人当たり平均支給月額(円)

(1.200) (1.200) (2.400)

前年度
2.250 2.250 4.500

職制上の段階、職務の級等による加算措置 備  考
６月(月分) １２月(月分) (月分)

本年度
2.300 2.300 4.600

有

有
(1.175) (1.175) (2.350)

一般会計の制度
2.300 2.300 4.600

有
(1.200)

そ の 他 の加算措置等

24.586875 33.27075 47.709 47.709
定年前早期退職者特例措置

(２～４５％加算)

(1.200) (2.400)

２０年勤続の者(月分) ２５年勤続の者(月分) ３５年勤続の者(月分) 最高限度(月分)

住　居　手　当 同

通　勤　手　当 同

扶　養　手　当 同

地　域　手　当 同

同　上 同　上 同　上 同　上 同　上

区　分 一般会計の制度との異同 差異の内容
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(単位：千円)

期　間 金　額 期　間 金　額 企　業　債 国庫補助金
損益勘定

留保資金等

　　 水道会計システム
　　 更新事業

7,465
令和３年度から
令和６年度まで

5,148 令和７年度 2,317 ― ― 2,317

債務負担行為に関する調書

事　項 限　度　額

前年度末までの支払
義務発生（見込）額

当該年度以降の支
払義務発生予定額

左の財源内訳
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(単位：千円)

１
(1)

イ 74,465
ロ 228,674

△ 108,558 120,116
ハ 3,056,393

△ 1,126,501 1,929,892
ニ 1,015,195

△ 540,332 474,863
ホ 1,458

△ 859 599
ヘ 16,774

△ 13,418 3,356
ト 435,850

3,039,141
(2)

イ 142
ロ 288
ハ 12,516

12,946
(3)

イ 90,000
90,000

3,142,087

２
(1) 105,034
(2) 44,721

△ 2,708 42,013
(3) 12,464

159,511
3,301,598

流 動 資 産 合 計
資 産 合 計

建 設 仮 勘 定

貸 倒 引 当 金

無 形 固 定 資 産

リ ー ス 資 産
無 形 固 定 資 産 合 計
投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 運 用 委 託 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金

施 設 利 用 権
電 話 加 入 権

令和７年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和8年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

貯 蔵 品

土 地

有 形 固 定 資 産 合 計

建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置
減 価 償 却 累 計 額
車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,243,688
1,243,688

1,243,688

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 138,559
138,559

(2) 16,078
(3)

イ 3,219
ロ 662

3,881
(4) 1,356

159,874

５
(1) 1,358,263
(2) △ 585,446

772,817
2,176,379

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計

引 当 金

負　債　の　部

固 定 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金

預 り 金
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(単位：千円)

６ 1,276,388

７
(1)

イ 7,206
ロ 7,528
ハ 1,092

15,826
(2)

イ 166,995
△ 166,995

△ 151,169
1,125,219
3,301,598

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

資 本 剰 余 金

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

受 贈 財 産 評 価 額

当年度未処理欠損金

剰 余 金

資　本　の　部

資 本 金
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(消費税抜き)(単位：千円)
１

(1) 273,709
(2) 8,324 282,033

２
(1) 51,585
(2) 72,931
(3) 70,128
(4) 164,335
(5) 2,881
(6) 1 361,861

 79,828

３
(1) 65
(2) 941
(3) 6,071
(4) 50,690
(5) 2 57,769

４
(1) 13,192
(2) 1 13,193 44,576

 35,252

営 業 損 失

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金
他 会 計 補 助 金

長 期 前 受 金 戻 入
雑 収 益

営 業 外 費 用
支払利息及び企業債取扱諸費
雑 支 出

経 常 損 失

他 会 計 負 担 金

そ の 他 営 業 費 用

令和６年度　国東市水道事業特別会計予定損益計算書
(令和6年4月1日から令和7年3月31日まで)

営 業 収 益
給 水 収 益
そ の 他 の 営 業 収 益

営 業 費 用
原 水 及 び 浄 水 費
配 水 及 び 給 水 費
総 係 費
減 価 償 却 費
資 産 減 耗 費

- 15 -
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(消費税抜き)(単位：千円)
５

(1) 1 1

６
(1) 182
(2) 42 224 △ 223

 35,475
 86,640

 122,115
前 年 度 繰 越 欠 損 金
当 年 度 未 処 理 欠 損 金

過 年 度 損 益 修 正 益

特 別 損 失

そ の 他 特 別 損 失

当 年 度 純 損 失

過 年 度 損 益 修 正 損

特 別 利 益

- 16 -
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(単位：千円)

１
(1)

イ 74,465
ロ 228,674

△ 98,980 129,694
ハ 3,056,393

△ 1,015,815 2,040,578
ニ 1,017,527

△ 499,755 517,772
ホ 1,458

△ 859 599
ヘ 16,593

△ 13,211 3,382
ト 266,960

3,033,450
(2)

イ 168
ロ 288
ハ 15,656

16,112
(3)

イ 90,000
90,000

3,139,562

２
(1) 115,397
(2) 53,346

△ 2,358 50,988
(3) 11,291

177,676
3,317,238

減 価 償 却 累 計 額

令和６年度　国東市水道事業特別会計予定貸借対照表
(令和7年3月31日)

資　産　の　部

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

土 地
建 物
減 価 償 却 累 計 額
構 築 物
減 価 償 却 累 計 額
機 械 及 び 装 置

投 資 そ の 他 の 資 産

車 両 運 搬 具
減 価 償 却 累 計 額
工具、器具及び備品
減 価 償 却 累 計 額
建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計
無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権
電 話 加 入 権
リ ー ス 資 産

無 形 固 定 資 産 合 計

長 期 運 用 委 託 金
投資その他の資産合計
固 定 資 産 合 計

流 動 資 産
現 金 預 金
未 収 金

貸 倒 引 当 金
貯 蔵 品
流 動 資 産 合 計
資 産 合 計
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(単位：千円)

３
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 1,263,247
1,263,247

1,263,247

４
(1)

イ 建設改良費等の財源に充てるための企業債 143,792
143,792

(2) 10,268
(3)

イ 3,059
ロ 637

3,696
(4) 1,356

159,112

５
(1) 1,343,414
(2) △ 535,966

807,448
2,229,807

固 定 負 債

負　債　の　部

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債 合 計
固 定 負 債 合 計

流 動 負 債
企 業 債

企 業 債 合 計
未 払 金
引 当 金

賞 与 引 当 金
法 定 福 利 費 引 当 金

預 り 金
流 動 負 債 合 計

繰 延 収 益
長 期 前 受 金
収 益 化 累 計 額
繰 延 収 益 合 計
負 債 合 計
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(単位：千円)

６ 1,193,720

７
(1)

イ 7,206
ロ 7,528
ハ 1,092

15,826
(2)

イ 122,115
△ 122,115

△ 106,289
1,087,431
3,317,238

受 贈 財 産 評 価 額

資　本　の　部

資 本 金

剰 余 金
資 本 剰 余 金

剰 余 金 合 計
資 本 合 計
負 債 資 本 合 計

国 庫 補 助 金
県 補 助 金

資 本 剰 余 金 合 計
利 益 剰 余 金

当年度未処理欠損金
利 益 剰 余 金 合 計
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注記

Ⅰ 重要な会計方針

　平成２８年度より、地方公営企業会計基準を適用して、財務諸表等を作成している。

１ 資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品）　先入先出法による原価法

２ 固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　　建物　　　　　　　　２～３８年

　　構築物　　　　　　　２～６０年

　　機械及び装置　　　　２～２０年

　　車両運搬具　　　　　　２～４年

　　工具、器具及び備品　　２～６年

(2) 無形固定資産（リース資産を除く。）

・減価償却の方法は定額法による。

・主な耐用年数

　　施設利用権　　　　　２～１９年

- 20 -
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３ 引当金の計上方法

(1) 退職給付引当金

水道事業特別会計は、大分県退職手当組合に対し毎事業年度一定の負担金のみを負担している。積立金の不足等による

追加的な費用負担が発生した場合は、一般会計が全額負担することとしたため退職給付引当金は計上していない。

(2) 賞与引当金

職員の期末手当及び勤勉手当の支給に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、当年度の負担に属する額を

計上している。

(3) 法定福利費引当金

職員の期末手当及び勤勉手当に係る法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支出見込額に基づき、当年度の

負担に属する額を計上している。

(4) 貸倒引当金

債権の不納欠損による損失に備えるため、見込額を計上している。

４ その他会計に関する書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 消費税及び地方消費税の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ 予定貸借対照表等に関する注記

１ 企業債の償還に係る他会計の負担

貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものも含む。）のうち、

他会計が負担すると見込まれる額は４７３，６２６千円である。

Ⅲ リース契約により使用する固定資産に関する注記

１ リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を

行っている。

- 21 -
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収益的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 365,856 369,179 △ 3,323

1 営業収益 307,657 311,338 △ 3,681
1 給水収益 298,460 302,234 △ 3,774 1 水道料金 298,460
4 その他の営業収 9,197 9,104 93 1 手数料 497
益 2 雑収益 7,200

3 加入金 1,500
2 営業外収益 58,198 57,840 358

1 受取利息及び配
当金

153 65 88 1 預金利息 153

2 他会計補助金 2,494 939 1,555 1 他会計補助金 2,494
3 他会計負担金 6,069 6,144 △ 75 1 他会計負担金 6,069 児童手当分 315

企業債利子償還分 5,754
5 長期前受金戻入 49,480 50,690 △ 1,210 1 受贈財産評価額 7,730

3 国庫補助金 22,060
4 県補助金 4,170
6 他会計負担金 15,520

6 雑収益 2 2 0 2 延滞金 1
3 その他雑収益 1

3 特別利益 1 1 0
2 過年度損益修正
益

1 1 0 1 過年度損益修正
益

1

水道事業
収益

令和７年度　国東市水道事業特別会計予算実施計画明細書

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分
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支　　出
(単位：千円)

金　額
1 402,749 400,085 2,664

1 営業費用 381,083 379,692 1,391
1 原水及び浄水費 61,984 55,131 6,853 2 給料 3,305

3 手当等 1,733 扶養手当 144
住居手当 318
通勤手当 20
時間外勤務手当 150
児童手当 145
期末手当 512
勤勉手当 438
特殊勤務手当 6

4 賞与引当金繰入
額

457

5 法定福利費 943 共済組合費 943
6 法定福利費引当
金繰入額

94

7 退職手当組合負
担金

695

11 備消品費 663
12 燃料費 330
14 光熱水費 288
15 修繕費 3,100
19 通信運搬費 1,486
20 手数料 910 草刈・樹木剪定等作業手数

料
790

漏水検査手数料 120
21 保険料 78 市有建物災害共済保険料 78
22 委託料 13,453 水質検査委託料 12,466

水道設備保守点検委託料 487
施設洗浄メンテナンス委託
料

500

23 賃借料 636 停電対策用発電機等借上料 560
水源用地等借上料 55
九電・NTT電柱共架料 21

比較
節

説　明
区　分

水道事業
費用

款　　項 目 本年度 前年度
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(単位：千円)

金　額
30 動力費 32,316
31 材料費 200
32 薬品費 1,297

2 配水及び給水費 85,321 82,571 2,750 2 給料 8,405
3 手当等 4,817 扶養手当 210

住居手当 308
通勤手当 162
時間外勤務手当 1,620
児童手当 20
期末手当 1,344
勤勉手当 1,142
特殊勤務手当 11

4 賞与引当金繰入
額

1,210

5 法定福利費 2,697 共済組合費 2,697
6 法定福利費引当
金繰入額

249

7 退職手当組合負
担金

1,390

12 燃料費 10
14 光熱水費 948
15 修繕費 15,500
19 通信運搬費 2,593
20 手数料 3,325 草刈・樹木剪定等作業手数

料
825

漏水検査手数料 2,500
21 保険料 49 市有建物災害共済保険料 49
22 委託料 18,483 水質検査委託料 7,178

量水器取替委託料 3,015
配水池清掃等委託料 3,140
水道設備保守点検委託料 5,150

23 賃借料 280 停電対策用発電機等借上料 220
水源用地等借上料 60

30 動力費 23,640
31 材料費 1,725

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

金　額
3 総係費 65,753 74,773 △ 9,020 1 報酬 400

2 給料 15,922
3 手当等 7,646 扶養手当 525

住居手当 581
通勤手当 186
時間外勤務手当 1,230
児童手当 180
期末手当 2,665
勤勉手当 2,263
特殊勤務手当 16

4 賞与引当金繰入
額

1,552

5 法定福利費 4,795 共済組合費 4,795
6 法定福利費引当
金繰入額

319

7 退職手当組合負
担金

2,954

10 旅費 970 普通旅費 813
費用弁償 157

11 備消品費 350
12 燃料費 468
13 印刷製本費 2,865
15 修繕費 400
18 被服費 129
19 通信運搬費 1,085
20 手数料 6,578 口座振替等手数料 701

コンビニ収納事務手数料 1,037
定期検便手数料 16
車検・定期点検手数料 30
総合収納システム手数料 4,500
一般事務手数料 110
窓口収納手数料 76
払込書収納手数料 3
振込手数料 105

21 保険料 135 自動車保険料 75
委託検針員等保険料 60

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節

説　明
区　分
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(単位：千円)

金　額
22 委託料 16,791 検針委託料 9,345

納付書等印刷封入業務委託
料

1,014

固定資産管理システム保守
等業務委託料

1,138

公営企業会計システム保守
料

266

水道料金システム保守料 4,428
水道料金システム改修業務
委託料

600

23 賃借料 1,287 会計システム利用料 1,287
24 公課費 20 自動車重量税 16

自動車登録印紙 4
25 負担金 726 上水道研修負担金 612

日本水道協会等負担金 114
27 貸倒引当金繰入

額
350

35 食糧費 11
4 減価償却費 164,213 164,335 △ 122 1 有形固定資産減 161,048 建物減価償却費 9,578

価償却費 構築物減価償却費 110,686
機械及び装置減価償却費 40,577
工具、器具及び備品減価償
却費

207

2 無形固定資産減
価償却費

3,165

5 資産減耗費 3,811 2,881 930 1 固定資産除却費 3,810
2 たな卸資産減耗
費

1

6 その他営業費用 1 1 0 1 雑支出 1
2 営業外費用 15,466 14,193 1,273

1 支払利息及び企 14,465 13,192 1,273 1 企業債利息 14,364
業債取扱諸費 2 借入金利息 101 一時借入金利息 101

2 消費税及び地方
消費税

1,000 1,000 0 1 消費税及び地方
消費税

1,000

3 雑支出 1 1 0 1 その他雑支出 1

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較
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(単位：千円)

金　額
3 特別損失 200 200 0

4 過年度損益修正
損

200 200 0 1 過年度損益修正
損

200

4 予備費 6,000 6,000 0
1 予備費 6,000 6,000 0 1 予備費 6,000

節
説　明

区　分
款　　項 目 本年度 前年度 比較
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資本的収入及び支出
収　　入

(単位：千円)

金　額
1 218,002 379,012 △ 161,010

1 企業債 119,000 298,000 △ 179,000
1 建設改良費等の 119,000 298,000 △ 179,000 1 建設改良費等の 119,000 水道事業債 59,500
財源に充てるた 財源に充てるた 過疎対策事業債 59,500
めの企業債 めの企業債

2 補助金 16,332 1 16,331
1 国県補助金 16,332 1 16,331 1 国庫補助金 16,332

4 出資金 82,669 81,010 1,659
1 他会計出資金 82,669 81,010 1,659 1 他会計出資金 82,669 元金償還 82,669

5 工事負担金 1 1 0
1 工事負担金 1 1 0 1 工事負担金 1

節
説　明

区　分
資本的収入

款　　項 目 本年度 前年度 比較
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支　　出
(単位：千円)

金　額
1 334,241 508,072 △ 173,831

1 建設改良費 187,448 360,206 △ 172,758
1 施設建設費 135,600 298,000 △ 162,400 22 委託料 21,600 工事設計等業務委託料 21,600

28 工事請負費 114,000 管路布設替等 114,000
2 施設改良費 50,171 60,261 △ 10,090 20 手数料 10 電柱強度調査手数料 10

23 賃借料 260 電算システム使用料 260
28 工事請負費 49,901 施設整備等 49,900

管路布設替等 1
3 営業設備費 1,677 1,945 △ 268 2 工具、器具及び

備品購入費
200 工具、器具及び備品購入費 200

4 量水器費 1,477 量水器費 1,477
2 企業債償還 143,793 144,866 △ 1,073
金 1 企業債償還金 143,793 144,866 △ 1,073 1 建設改良費等財

源に充てる企業
債償還金

143,793

4 予備費 3,000 3,000 0
1 予備費 3,000 3,000 0 1 予備費 3,000

説　明
区　分

資本的支出

款　　項 目 本年度 前年度 比較
節
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